
1.コミュニティ活動の促進

2.移住・定住対策の促進

3.情報ネットワークの整備

5.自立する自治体経営の確立

ふれあい つながる 協働のまちづくり第5章 実施計画進捗状況報告書

4.町民と行政の協働



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

１．コミュニティ活動の促進　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

これまでの成果と

今後の課題 ☆☆

維持

進行状況

☆☆

継続

今後の方向性

これまでの効果

予算の妥当性

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

①-３

10240 事業費

これまでの成果と

今後の課題

これまでの効果

個別計画

個別計画

個別計画

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

ローリ

ング前

自治会運営費交付金　10,600 自治会運営費交付金　10,600 自治会運営費交付金　10,600

連合会の様々な事業の

実施につながってい

る。また近隣他市町村

との合同研修などで自

治会で抱える問題や課

題解決に向けて情報を

収集している。今後も

継続する。
650

住民グループ 12,828 2,928 2,928

事業費

住民活動推進事業

ローリ

ング前

今後の方向性

2,928102423年間の事業費 18,684

継続

ローリ

ング後

事業費

10239

自治会連合会補助金　650

笑顔

ＰＪ

―

1,950 事業費 事業費

施設修繕料1,040、湖南公民館・福富会館ＬＥＤ
化800

施設修繕料1,040、開陽公民館・上東会館ＬＥＤ
化800

より良い地域づくりのため、地域の住民活動やコ

ミュニティー運動の推進を図る。

町民会館の整備

地域担当職員制度の充実

大空町内の地域活動の中心となる単位自治会の運

営を支援し、更なる活動促進を図る。

今後の方向性

ローリ

ング後

自治会連合会補助金　650

700 700

700 700

自治会連合会補助金　700 自治会連合会補助金　700 自治会連合会補助金　700

自治会連合会補助金　650

事業費

― ― 〇

事　業　概　要（３年間の概要）
施策事業Ｎｏ ①-２

自治会運営費交付金

事　　業　　名

事業費 事業費

前年度決算

自治会連合会補助金　700

決算額

本年度予算

自治会連合会補助金　700

住民グループ 650 650 650

―

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

自治会連合会補助金

自治会連合会の事業活動に対し支援を行い、更な

る自治会活動の推進を図る。

会計名称 一般会計

①-１

ローリ

ング後

会計名称

事業費 3,228 事業費 2,928510103

一般会計

9,900 9,900

9,900

本年度予算 進行状況

均等割、世帯割
東藻琴 広報配布・地域会館管理
女満別 公民館管理

自治会運営費交付金　9,846 ☆☆

施策事業Ｎｏ

事　　業　　名

施策事業Ｎｏ

3年間の事業費

自治会運営費交付金　9,900

事業費

住民グループ

9,717 事業費 9,846 継続

施設小破修繕　2,093　（明生公民館ＬＥＤ
化・豊里公民館ＬＥＤ化）　、原材料費（公民
館）　600

施設修繕料1,040、巴沢電柱移設570、大
成公民館・上東会館LED化

10,60010,600 事業費

事　業　概　要（３年間の概要）
これまでの成果と

今後の課題

― ―

650

事業費

☆☆

決算額 3,194 事業費 3,960

―

町民会館の計画的な修

繕を行い、住民活動の

更なる推進を図る。

体育館の解体などにつ

いて自治会と調整。町

民会館の新築について

は複数自治会の合同利

用なども含めて検討す

る。

自治会の活動費及び町

民会館の管理費の負担

軽減を担っており、今

後も継続して支援を行

う。運営交付金交付要

綱の「会館運営費」に

ついて、女満別地区の

みとなっているため検

討する必要がある。

9,900

12,828 事業費 2,928 事業費

自治会運営費交付金　9,900自治会運営費交付金　9,900

29,700

事業費 9,900 事業費 9,900

ローリ

ング前

決算額

事業費 10,600

施設修繕料1,040、本郷公民館・大進会館ＬＥＤ
化1,300、大成小学校体育館の解体9,600

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

―

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

510102 3年間の事業費

会計名称 一般会計

前年度決算

510101 事業費 700

650

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

2,928

施設修繕1,059､大成公民館LED化800､
西自治会館修繕工事（屋根・壁塗装）
2,750、豊里公民館外壁・屋根塗装2,700

施設修繕1,059､本郷公民館LED化800､
北一自治会館修繕工事（屋根・壁塗装）
2,750、大成公民館外壁塗装2,000

施設小破修繕　1,059



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

１．コミュニティ活動の促進　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

個別計画

510201

住民グループ 3,819 3,769 3,639

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

― ― 〇 事業費

ローリ

ング前

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

10255 事業費 3,406 事業費 3,361

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

事業費 3,315

☆☆

予算の妥当性

維持

3年間の事業費

笑顔

ＰＪ

11,227

進行状況

☆☆

3,819 事業費 3,769 事業費 3,639

決算額 3,590 事業費

施策事業Ｎｏ ②-１ 自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

これまでの効果

3,880 継続

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算

自治会活動支援交付金

町民税１％還元により、単位自治会の自主的活動の支援

を行い、自治会活動の促進を図る。

均等割:一律50,000円、世帯割:交付金総額より、均等割

額の総額を引いて当該年度５月１日の世帯数で割った１

世帯単価に、各自治会の世帯数を掛けた額

単位自治会の積極的な

活動実施につながって

おり、継続して実施す

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分

自治会活動支援交付金
前年度個人住民税１％相当分



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

２．移住・定住対策の促進　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 31

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ①-１ 移住定住関係事務費
サポート会助成154(パンフレット作成）

移住定住関係事務費、サポート会助成148
北海道移住促進協議会50、サポート会座談
会

☆☆

これまでの効果

決算額 625 事業費 948 継続

☆☆

予算の妥当性

維持移住・定住対策事業

大空町に定住をサポートする会に関する活動助

成・移住、定住関連組織との連携

移住・定住者向けパン

フレットを作成し、移

住に欠かせない情報を

提供している。サポー

ターが適材適所に移住

希望者の相談等に応え

られるような体制が必

要。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

サイト管理運営委託料500、サポート会助
成、移住促進協議会50、サイト管理運営委
託料

個別計画
〇 ― ― 事業費 725 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

移住定住関係事務費
サポート会助成168
北海道移住促進協議会50

移住定住関係事務費
サポート会助成168
北海道移住促進協議会50

企画グループ 725 426 426

520101 3年間の事業費 1,577

ローリ

ング前

387

426 事業費 426

移住定住関係事務費
サポート会助成168
北海道移住促進協議会50

移住定住関係事務費
サポート会助成168
北海道移住促進協議会50

移住定住関係事務費
サポート会助成168
北海道移住促進協議会50

施策事業Ｎｏ ①-２ 地域おこし協力隊
移住・定住支援員1人
【隊員フォロー委託1,059】

地域おこし協力隊
移住・定住支援員1人
【隊員フォロー委託1,059】

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10280 事業費 387 事業費 387 事業費

☆☆

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

地域おこし協力隊起業支援補助金2,000
【隊員フォロー業務650】

地域おこし協力隊推進

事業

移住者がスムーズに移住できるようにサポート体

制を強化し、移住定住を促進します。

協力隊２名着任し、家

族６名が移住してい

る。30年、31年度には

それぞれの協力隊員が

任期終了となることか

ら定住に向けたサポー

トが必要。

今後の方向性

個別計画
〇 ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

決算額 3,938 事業費 3,735 継続

事業費 2,530 事業費 事業費

企画グループ 2,692

520102 3年間の事業費 2,692

ローリ

ング前

地域おこし協力隊起業支援補助金2,000
【隊員フォロー業務590】

事業費事業費 2,692 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

２．移住・定住対策の促進　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 33

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ②-１ いきいき子育て住宅支援奨励金（6世帯） 住宅支援奨励金（H27分譲地4世帯分） ☆☆

これまでの効果

決算額 10,000 事業費 8,000 継続
いきいき子育て住宅支

援事業

子育て世帯に向けた住宅支援補助

１世帯あたり最大２００万円

平成27年度に宅地分譲

し、売買された17区画

のうち16区画は子育て

世帯である。平成30年

10月に分譲される12区

画においても引き続き

制度ＰＲを行う。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

住宅支援奨励金（H30分譲地8世帯分）

個別計画
〇 ― ― 事業費 16,000 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

住宅支援奨励金（H30分譲地3世帯分） 住宅支援奨励金（H30分譲地1世帯分）

企画グループ 16,000 6,000 2,000

520201 3年間の事業費 24,000

ローリ

ング前

住宅支援奨励金（H30分譲地8世帯分） 住宅支援奨励金（H30分譲地3世帯分） 住宅支援奨励金（H30分譲地1世帯分）

2,000

6,000 事業費 2,000

10280 事業費 16,000 事業費 6,000 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

２．移住・定住対策の促進　（施策③）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

施策事業Ｎｏ ③-１ ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東
藻琴会・札幌女満別会・札幌東藻琴会

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東
藻琴会・札幌東藻琴会・北見大空会(休会)

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 737 事業費 435 継続ふるさと会事業

大空町にゆかりのある都市部在住の方々とふるさ

と会を通じて交流を図る。

会員の高齢化により

年々会員数が減少して

いる。平成30年度には

北見ふるさと会が活動

休止となった。各ふる

さと会と行政との役割

分担を明確にし新規加

入者獲得への取組を進

める必要がある。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東
藻琴会・札幌東藻琴会

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東
藻琴会・札幌東藻琴会・北見大空会(休会)

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東藻
琴会・札幌東藻琴会

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

525 事業費 606 事業費 525

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東
藻琴会・札幌東藻琴会

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東
藻琴会・札幌東藻琴会・北見大空会

ふるさと会への参加　東京女満別会・東京東藻
琴会・札幌東藻琴会

525

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
企画グループ 525 606

事業費 606 事業費 525

525

520301 3年間の事業費 1,656 10291 事業費

施策事業Ｎｏ ③-２ 寄付者報償費　59,431
【臨時職員1人　1,880】
寄附金6,248件 159,489千円

寄付者報償費　72,020、【臨時職員2人
2,321】、代理納付シシテム使用料　3,271、
サイト掲載使用料２社分　6,583

☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 70,922 事業費 86,863 継続
ふるさと応援寄附金事

業

ご寄附をいただいた方へのお礼と特産品の贈呈を

とおし町の魅力のＰＲを行う。

H29年度には寄附額

150,000千円以上寄附

者6,000件以上の支持を

いただいた。市場が成

熟し、参入自治体が増

加している現状では、

新規寄附者を発掘して

いかないと、寄附額の

維持が難しくなってく

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

寄付者報償費　72,020、【臨時職員2人
2,321】、代理納付シシテム使用料　3,486、
サイト掲載使用料２社分　9,884

個別計画
― 〇 ― 事業費 90,387 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

寄付者報償費　72,020、【臨時職員2人
2,321】、代理納付シシテム使用料　3,486、
サイト掲載使用料２社分　9,884

寄付者報償費　72,020、【臨時職員2人
2,321】、代理納付シシテム使用料　3,486、サ
イト掲載使用料２社分　9,884

税務グループ 90,387 90,387 90,387

520302 3年間の事業費 271,161

ローリ

ング前

81,861

90,387 事業費 90,387

寄付者報償費　67,250
【臨時職員1人　1,880】

寄付者報償費　67,250
【臨時職員1人　1,880】

寄付者報償費　67,250
【臨時職員1人　1,880】

10234 事業費 81,861 事業費 81,861 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

３．情報ネットワークの整備　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ①-１ 【衛星ブロードバンド機器保守】
H29から地域情報通信基盤整備推進事業に
移動

ー

これまでの効果

決算額 事業費 ー

ー

予算の妥当性

ー
衛星ブロードバンド整

備事業

衛星ブロードバンド整備事業により、地域情報格

差の是正、地域住民の生活向上を図る。

・衛星ブロードバンド

整備（Ｈ２２、女満別

２２・東藻琴６）

・地域情報通信基盤整

備推進事業の実施によ

り役割を終えるものと

考えており、平成29年

から地域情報通信基盤

整備推進事業に統合。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

個別計画
― ― ― 事業費 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

総務グループ

530101 3年間の事業費

ローリ

ング前

事業費

施策事業Ｎｏ ①-２ 衛星ブロードバンド機器保守、条件不利地域
を対象とした需要調査実施

衛星ブロードバンド機器保守、情報通信格差
解消検討業務、総務省事業要望

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

－ 事業費 事業費 事業費

☆☆

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

衛星ブロードバンド機器保守、情報通信基盤
整備推進事業（実施）

衛星ブロードバンド機器保守、情報通信基盤
整備推進事業の運用に係る経費はH30検討
業務で試算

地域情報通信基盤整備

推進事業

大空町内条件不利地域における情報通信基盤整備

に向け、必要な整備方法等の検討

条件不利地域＝超高速ブロードバンドサービス未

提供地域

・条件不利地域の需要

調査実施（H30年1～3

月）

・情報通信格差解消検

討業務（H30）→事業

計画策定

・平成31年度総務省所

管予算活用要望調査は

提出済み

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

衛星ブロードバンド機器保守、情報通信基盤
整備推進事業の運用に係る経費はH30検討
業務で試算

決算額 476 事業費 17,065 継続

事業費 726 事業費 727 事業費

219,534 726 726

530102 3年間の事業費 220,986

ローリ

ング前

【衛星ブロードバンド機器保守】 【衛星ブロードバンド機器保守】 【衛星ブロードバンド機器保守】

726

事業費 726事業費 219,534 事業費 726

予算の妥当性

維持



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

３．情報ネットワークの整備　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

３．情報ネットワークの整備　（施策③）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ②-１ ☆☆

これまでの効果

決算額 事業費 継続

☆

予算の妥当性

拡充
自治体情報システム強靭

性向上事業

庁舎間、公共施設のネットワーク分離を図り役場庁舎に

集約している情報ネットワーク経路を分散。災害発生時

の情報遮断や情報漏えいのリスク分散を図る。

・情報セキュリティ強化対

策（H28）

・庁舎間、公共施設ネット

ワーク分離(学校、公共施

設）

・業務継続計画の検討。災

害時下で庁舎において優先

的に行う業務の洗い出し

（H30年9月発生胆振東部

地震の大規模停電）

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

庁舎・公共施設強靭性向上（イントラネット分
離、学校ネットワーク分離）

個別計画 地域防災計画
― ― ― 事業費 20,600 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

庁舎・公共施設強靭性向上（イントラネット分
離、学校ネットワーク分離）

総務グループ 20,600 18,700

530201 3年間の事業費 39,300

ローリ

ング前

18,700 事業費

－ 事業費 事業費 事業費

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ③-１ 行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

これまでの効果

決算額 事業費 継続

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

☆☆ ☆☆

予算の妥当性

維持

個別計画
― ― ― 事業費 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

町のホームページから各種申請書等の様式を提供

するとともに、審議会情報の公開やパブリックコ

メントを実施する。

広報広聴事業（行政手

続関連事業）

企画グループ

530301 3年間の事業費

ローリ

ング前

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

事業費

適時適切な情報公開に

引き続き努める。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

行政手続きに関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

10217 事業費 事業費 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 32

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ①-１ 町民自治推進委員会　１回 ☆☆

これまでの効果

決算額 事業費 53 継続

☆☆

予算の妥当性

維持町民参加推進事業

　平成24年６月条例制定された自治基本条例が実

情にあっているか定期的に見直し、条例の実効性

を高めることなどの検証と見直しに関する事など

について諮問する。

平成28年度に条例の見

直しを行い各委員から

まちづくりにおける住

民参画の運用課題の意

見をいただいた。今後

も行政活動への参加に

関心を持っていただく

ため、条例そのものの

理解促進を行う必要が

ある。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

町民自治推進委員会　1回
32.3委員改選

個別計画
― ― ― 事業費 53 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

町民自治推進委員会報償　5回
（32.6まで自治基本条例改正の諮問）
運用検証・条例見直し協議

町民自治推進委員会　1回
34.3委員改選

企画グループ 53 265 53

540101 3年間の事業費 371

ローリ

ング前

町民自治推進委員会　1回
32.3委員改選

町民自治推進委員会報償　5回
（32.6まで自治基本条例改正の諮問）
運用検証・条例見直し協議

町民自治推進委員会　1回
34.3委員改選

53

265 事業費 53

施策事業Ｎｏ ①-２ 委員16人、3回開催
地域づくり懇談会推奨観光モデルルートの検
討を実施

委員16人、3回開催
委員再選
テーマ検討

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10293 事業費 53 事業費 265 事業費

☆☆

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

委員16人、3回開催 委員16人、3回開催
委員再選
テーマ検討

地域づくり懇談会運営

事業

大空町が持つ多様な地域特性を活かした新しい地

域づくりを推進するためH28.4.1に設置した大空

町地域づくり懇談会の運営を行う。（地域審議会

の後継組織だが役割を大きく変更）

町内の観光モデルルー

トを作成し、地域づく

りのため自主的な活動

を行っている。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

委員16人、3回開催

決算額 204 事業費 295 継続

委員16人、3回開催 委員16人、3回開催
委員再選
テーマ検討

委員16人、3回開催

10272 事業費 295 事業費 295 事業費

企画グループ 295 295 295

540102 3年間の事業費 885

ローリ

ング前

295

事業費 295事業費 295 事業費 295

施策事業Ｎｏ ①-３ 元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他）

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他　計1,300千
円）

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 1,193 事業費 1,300 継続

元気づくり応援事業補助

金（地域・芸文活動事

業）

大空町元気づくり応援事業補助金交付要綱に基づき、町

民が自主的・主体的に行う多様な文化、産業等を活かし

たまちづくりと、個性豊かで優れた人材の育成を図り、

活力と潤いのある元気なまちづくりを応援する。

平成29年度に事業運用

の課題を整理し、町民

が自主的・主体的に行

う活動支援内容が整っ

た。町民活動支援策と

してのＰＲが必要であ

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他）

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他）

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他）

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

1,300 事業費 1,300 事業費 1,300

1,300

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
企画グループ 1,300 1,300

事業費 1,300 事業費 1,300

1,300

540103 3年間の事業費 3,900 10233 事業費

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他　計1,300千
円）

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他　計1,300千
円）

元気づくり応援事業
（地域づくり・芸文活動・その他　計1,300千
円）



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

施策事業Ｎｏ ①-４ 表彰記念品等　26件 表彰記念品等 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 688 事業費 805 継続町表彰式事業

町の政治、経済、文化、社会等の発展に功績の

あった者への表彰

【表彰者数】Ｈ27～13

件、Ｈ28～20件、Ｈ29

～26件、Ｈ30～25件

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

表彰記念品等 表彰記念品等 表彰記念品等

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

822 事業費 822 事業費 822

表彰記念品等 表彰記念品等 表彰記念品等

826

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
総務グループ 822 822

事業費 826 事業費 826

822

540104 3年間の事業費 2,466 10246 事業費

施策事業Ｎｏ ①-５ 一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 2,279 事業費 2,054 継続
企画振興一般事務費

（一般事務費）

総務課企画グループにおける一般事務費 経常経費であり、今後

も継続して必要。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

個別計画
― ― ― 事業費 1,886 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

企画グループ 1,886 1,347 1,163

540105 3年間の事業費 4,396

ローリ

ング前

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

一般事務費
公用車管理（リーフ・プリウス）

1,239

1,347 事業費 1,163

施策事業Ｎｏ ①-６ 議員報酬・期末手当等 議員報酬・期末手当等 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10227 事業費 1,962 事業費 1,423 事業費

決算額 47,998 事業費 50,324 継続

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

議員報酬・期末手当等 議員報酬・期末手当等

議員報酬及び期末手当

等

大空町議会議員の報酬、期末手当、共済費などに

関する経費

議員定数・報酬等に関

する協議・検討が必要

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

議員報酬・期末手当等

ローリ

ング前

52,134

事業費 52,383

10101 事業費 52,134 事業費 52,134 事業費

議会事務局 52,383 52,383 52,383

540106 3年間の事業費 157,149

事業費 52,383 事業費 52,383

議員報酬・期末手当等 議員報酬・期末手当等 議員報酬・期末手当等



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

施策事業Ｎｏ ①-７ 定例会・臨時会運営・対応等経費
【議事録作成支援システム使用料1,037】

決算額 1,119 事業費 1,377 継続 維持議会運営費

議会定例会(年4回)及び臨時会(不定期)の運営・対

応等に関する経費

定例会及び臨時会に係

る運営・対応等を行っ

ているが、議会中継録

画等のあり方について

さらなる協議が必要

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費 1,315 事業費 1,325

定例会・臨時会運営・対応等経費､【議事録
作成支援システム使用料1,102】
※議会改選期

☆☆

議会事務局 1,315 1,325 1,325

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

定例会・臨時会運営・対応等経費【議事録
作成支援システム使用料1,112】

定例会・臨時会運営・対応等経費【議事録
作成支援システム使用料1,122】

540107 3年間の事業費 3,965

ローリ

ング前

定例会・臨時会運営・対応等経費【議事録
作成支援システム使用料1,047】

定例会・臨時会運営・対応等経費【議事録
作成支援システム使用料1,056】

1,260

事業費 1,325

笑顔

ＰＪ

定例会・臨時会運営・対応等経費【議事録作成支
援システム使用料1,056】

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

定例会・臨時会運営・対応等経費【議事録
作成支援システム使用料1,122】

施策事業Ｎｏ ①-８ 常任委員会（道内１） 常任委員会視察（道外１、道内２）
※議会改選期

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10102 事業費 1,251 事業費 1,260 事業費

決算額 311 事業費 1,675 継続

☆☆

予算の妥当性

維持

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

常任委員会視察（道外１、道内２） 常任委員会視察（道外１、道内２） 常任委員会視察なし

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
議会事務局 1,675 1,675

事業費 952 事業費 156

議会委員会費

各委員会の活動・研修等に関する経費

（議会運営委員会、３常任委員会、予算・決算審

査特別委員会等）

任期毎に計画的に行政

視察・研修を行ってい

るが、内容やあり方に

ついて協議が必要。

今後の方向性

156

540108 3年間の事業費 3,506 10103 事業費

1,675 事業費 1,675 事業費 156

常任委員会視察（道外１　道内２） 常任委員会視察（道内３） 常任委員会視察なし

1,605

☆☆施策事業Ｎｏ ①-９ 議員の研修活動の実施 議員の研修活動の実施 ☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 723 事業費 630 継続議員研修費

議員の研修活動の実施 全道及び北網地区等に

おいて議員研修に参加

しているが、毎年参加

の是非について協議が

必要。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

議員の研修活動の実施

個別計画
― ― ― 事業費 578 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

議員の研修活動の実施 議員の研修活動の実施

ローリ

ング前

議員の研修活動の実施 議員の研修活動の実施 議員の研修活動の実施

571

838 事業費 578

10104 事業費 571 事業費 831 事業費

議会事務局 578 838 578

540109 3年間の事業費 1,994



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 35 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ①-１０

決算額 3,360 事業費 4,114 継続

― ― ― 事業費 1,508 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

議会事務局における一般事務費 議会事務局における一般事務費

議会事務局における一般事務費

議会事務局における一般事務費
【嘱託職員1人】

議会事務局における一般事務費
【嘱託職員1人】

☆☆

議会事務局における一般事務費
【嘱託職員1人】

議会事務局における一般事務費
【嘱託職員1人】

議会事務局における一般事務費
【嘱託職員1人】

議会事務局 1,508 1,623 1,631

540110 3年間の事業費 4,762

ローリ

ング前

3,358

1,623 事業費 1,631

例年、郡下、北網、管

内、全道議長会に係る

事業等を実施している

が、各ふるさと会等へ

の参加について協議が

必要。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

議会事務局における一般事務費

個別計画

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10106 事業費 3,235 事業費 3,350 事業費

議会広報活動費

議会の広報活動として、議会広報モニターの意見

を反映しながら議会だよりを発行する。

議会基本条例に基づく

広報活動充実のため、

議会広報先進事例研修

や議会広報モニター意

見集約等で議会広報へ

活用を行っている状

況。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

議会の広報活動研修費・議会だより発行費

施策事業Ｎｏ ①-１１ 議会の広報活動研修費・議会だより発行費 議会の広報活動研修費・議会だより発行費 ☆☆

ローリ

ング後

議会の広報活動研修費・議会だより発行費 議会の広報活動研修費・議会だより発行費

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

540111 3年間の事業費 3,365

ローリ

ング前

1,125

事業費 1,125事業費 1,115 事業費 1,125

決算額 998 事業費 1,292 継続

議会事務局 1,115 1,125 1,125

一般会計

施策事業Ｎｏ ①-１２ ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10107 事業費 1,213 事業費 1,174 事業費

決算額 事業費 継続総合計画策定事業

第2次総合計画の見直し及び第３次総合計画（平成

３８年～４７年まで）のまちづくり計画の策定

総合計画策定以降、実

施計画の見直し及び事

業評価を実施してい

る。

事業評価に基づき、事

業のスクラップ＆ビル

ドを進めていく必要が

ある。

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
政策グループ 252

252 事業費

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

第2次総合計画の中間見直し
策定審議会3回開催

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

事業費

事業費 事業費540112 3年間の事業費 252 事業費

議会の広報活動研修費・議会だより発行費 議会の広報活動研修費・議会だより発行費 議会の広報活動研修費・議会だより発行費

会計名称

議会事務局費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 29 ～ 29

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 36

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

―

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

まちづくり宣言普及促

進事業

平成28年3月に制定されたまちづくり宣言「大空

に 人・花・心育むまち」を浸透させるため周知を

図り、まちづくり宣言の理念をテーマにした行動

事業として町民参加を促す。

各公共施設のにペナン

トやのぼりを設置した

ほか、スクールバスに

も「まちづくり宣言」

のロゴをプリントした

ことで、町民の目に触

れる機会が増えただけ

でなく、町外へのPRに

も寄与している。

今後の方向性

事業費 事業費

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

ローリ

ング前

委員15人、年2回開催

463 事業費 175 継続

会計名称 一般会計

― 事業費

①-１３ 普及宣伝資材作成、公用車ラッピング、普及
イベント開催

☆☆

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

個別計画
― ―

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

施策事業Ｎｏ

540113 3年間の事業費 事業費 事業費 事業費

決算額 990 事業費 完了

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

地方創生推進事業

大空町まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総

合戦略に関する意見聴取のため設置している「大

空町まち・ひと・しごと創生会議」の運営及び戦

略のPRを行う。

KPI・基本目標達成に向

けて、毎年度総合戦略

の進捗状況の確認を行

い、事業の改善を行っ

ている。

今後の方向性

決算額

ローリ

ング前
企画グループ

― ― ― 事業費 2,917 事業費 175 事業費 175

施策事業Ｎｏ ①-１４ 委員15人、年2回開催
【PRパンフレット改訂版（5,000部）印刷300】

委員15人、年2回開催 ☆☆

175 175

540114 3年間の事業費 3,267 事業費 175 事業費 事業費

個別計画

ローリ

ング後

委員15人、年3回開催　策定支援委託
次期総合計画PRパンフレット印刷(5,000部)

委員15人、年2回開催 委員15人、年2回開催

笑顔

ＰＪ

政策グループ 2,917



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策③）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

―

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ②-１ 関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

☆☆

これまでの効果

決算額 事業費 継続
企画振興一般事務費（男

女共同参画事業）

男女共同参画に基づく啓発の実施 男女共同参画に関する

情報収集に努めてい

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

個別計画
― ― ― 事業費 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

企画グループ

540201 3年間の事業費

ローリ

ング前

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

関係機関との連絡調整
（事業費は主に職員給与費となる）

事業費

10227 事業費 事業費 事業費

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ③-１ 広報誌やLINE、動画、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等による広
報活動、ふれあいﾄｰｸや意見箱による広聴活
動、LINEｽﾀﾝﾌﾟ制作、動画機材導入

広報誌やＬＩＮＥ、動画、ホームページなどによる広
報活動、ふれあいトークや意見箱による広聴活動

☆☆

これまでの効果

決算額 13,487 事業費 13,462 継続広報広聴事業

〇広報誌・情報掲示板・ホームページ、ＳＮＳ、

動画などによる広報事業の充実

〇町政懇談会や意見箱の設置、代表メールによる

広聴事業の実施

広報誌、情報掲示板、

ホームページ、LINＥ、

動画により情報活動を

進めている。今後、紙

面を使った町からの情

報発信について広報モ

ニターなどからの意見

を頂き時代のニーズに

あった情報発信を検討

する必要がある。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

広報誌やSNS等による広報活動、ふれあいﾄｰ
ｸや意見箱による広聴活動､広報誌制作ﾌﾟﾛ
ﾎﾟｰｻﾞﾙ実施、ﾌｫﾄｺﾝﾃｽﾄ実施

個別計画
― ― ― 事業費 16,432 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

広報誌やＬＩＮＥ、動画、ホームページなどによ
る広報活動、ふれあいトークや意見箱による
広聴活動、広報誌月1発行へ

広報誌やＬＩＮＥ、動画、ホームページなどによ
る広報活動、ふれあいトークや意見箱による
広聴活動

企画グループ 16,432 10,167 10,167

540301 3年間の事業費 36,766

ローリ

ング前

広報誌やLINE、動画、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞなどによる
広報活動、ふれあいﾄｰｸや意見箱による広聴
活動､広報誌制作ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施

広報誌やＬＩＮＥ、動画、ホームページなどによ
る広報活動、ふれあいトークや意見箱による
広聴活動

広報誌やＬＩＮＥ、動画、ホームページなどによ
る広報活動、ふれあいトークや意見箱による
広聴活動

13,620

10,167 事業費 10,167

10217 事業費 13,498 事業費 13,620 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

４．町民と行政の協働　（施策④）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 福祉課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ④-１ 情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

☆☆

これまでの効果

決算額 事業費 54 継続

情報公開及び個人情報保

護審査特別委員会委員報

酬

情報公開及び個人情報保護に関する不服申立事案

の審査

情報公開及び個人情報

保護に関する不服申し

立て事案の実績は近年

なく、年１回定例の審

査会を開催し、開示請

求に関する実施状況報

告などを行っている。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

個別計画
― ― ― 事業費 54 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

総務グループ 54 54 54

540401 3年間の事業費 162

ローリ

ング前

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

情報公開及び個人情報保護審査会委員報
酬

54

54 事業費 54

施策事業Ｎｏ ④-２ 戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】､【戸籍総合システム更新委
託15,552】

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10205 事業費 54 事業費 54 事業費

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】､【住基ネットワークサーバー
更新委託4,884】

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】

戸籍住民基本台帳管理

事業

・戸籍に関する事務・住民基本台帳に関する事務

・印鑑登録及び印鑑証明に関する事務

・人口動態統計に関する事務

・マイナンバーに関する事務

H29住民票等 7,035件

　 証明書等 3,229件

適正な窓口体制の確保

（人員・ｼｽﾃﾑの維持更

新）及び社会情勢・住民

ﾆｰｽﾞの変化に対応したｻｰ

ﾋﾞｽ提供の検討（ｺﾝﾋﾞﾆ交

付、統計事務のｼｽﾃﾑ化・

ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの活用な

ど）が必要。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】

決算額 22,334 事業費 6,908 継続

10260 事業費 7,147 事業費 7,844 事業費

戸籍保険グループ 11,962 7,150 7,480

540402 3年間の事業費 26,592

ローリ

ング前

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】

戸籍住民基本台帳管理費
【臨時職員１人】

7,526

事業費 7,480事業費 11,962 事業費 7,150



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ①-１ 行政改革委員会　１回　15名 行政改革委員会　1回　15名
Ｈ31.2委員改選

☆☆

これまでの効果

決算額 59 事業費 148 継続

☆☆

予算の妥当性

維持行政改革推進事業

第３次大空町行政改革大綱及び行政改革推進計画

に基づき行政改革を推進する。

　推進計画の進行状況について委員会へ報告する

とともにホームページで町民へ公表する。

平成28年に第3次行政改

革大綱及び行政改革推

進計画を策定。

平成30年度に使用料・

手数料を改定予定。

推進計画の実施事項を

徹底して行う。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

行政改革委員会　１回　15名

個別計画
大空町行政改革推進計

画

― ― ― 事業費 80 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

行政改革委員会　1回　15名
Ｈ33.2委員改選

行政改革委員会　3回　15名
第4次大綱・推進計画（Ｈ34～38）策定

政策グループ 80 80 240

550101 3年間の事業費 400

ローリ

ング前

行政改革委員会　１回　15名 行政改革委員会　1回　15名
Ｈ33.2委員改選

行政改革委員会　3回　15名
第4次大綱・推進計画（Ｈ34～38）策定

240

80 事業費 240

施策事業Ｎｏ ①-２ 指定期間満了となる3施設候補者選考､指
定管理18施設のモニタリング※本格運用開
始

指定期間満了となる8施設補者選考､指定
管施設のモニタリング

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10268 事業費 80 事業費 80 事業費

☆☆

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

指定期間満了となる2施設補者選考､指定
管施設のモニタリング

指定期間満了となる2施設補者選考､指定
管施設のモニタリング

指定管理者選定事業

指定管理者候補者選考過程における透明性と公平性の確保、指

定された指定管理者による公の施設の効率的、効果的な運営と

利用者に対するサービスの質の向上につなげるため、指定管理

者選定委員会において候補者の選考及び管理運営状況等のモニ

タリングを実施する。

指定管理の適正な管理

運営と利用者に対する

サービスの質の向上に

つなげるため、慎重審

議に継続して取り組

む。

今後の方向性

個別計画
― 〇 〇

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

33年度末で指定期間満了となる6施設の次
期指定管理者候補者の選考、指定管理者
が管理運営する全施設のモニタリング

決算額 91 事業費 106 継続

指定期間満了となる2施設補者選考､指定
管施設のモニタリング

指定期間満了となる2施設補者選考､指定
管施設のモニタリング

33年度末で指定期間満了となる4施設の次
期指定管理者候補者の選考、指定管理者
が管理運営する全施設のモニタリング

10273 事業費 106 事業費 106 事業費

企画グループ 106 106 106

550102 3年間の事業費 318

ローリ

ング前

106

事業費 106事業費 106 事業費 106

施策事業Ｎｏ ①-３ 学校基本調査・工業統計調査・住宅土地統
計調査（単位区設定）・就業構造基本調査

学校基本調査・工業統計調査・住宅土地統
計調査・商業統計調査

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

ローリ

ング前
企画グループ

決算額 149 事業費 364 継続統計調査事務費

統計調査を実施することにより、本町における各

種計画策定の基礎ﾃﾞｰﾀを収集する。

統計法等の関係法令等

に基づき、適正に事務

執行を行う。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

学校基本調査・工業統計調査・農林業セン
サス・国勢調査調査区管理・経済センサス
基礎調査

学校基本調査・国勢調査 学校基本調査・工業統計調査・経済センサ
ス活動調査

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

1,628 事業費 4,388 事業費 521

学校基本調査・工業統計調査・農林業セン
サス・国勢調査調査区管理・経済センサス
基礎調査

学校基本調査・国勢調査 学校基本調査・工業統計調査・経済センサ
ス活動調査

1,628

個別計画
― ― ― 事業費

1,628 4,388

事業費 4,388 事業費 521

521

550103 3年間の事業費 6,537 10264 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

施策事業Ｎｏ ①-４ ・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）
・鉄路存続に向けた部会での協議等

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）
・鉄路存続に向けた部会での協議等

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 151 事業費 243 継続
オホーツク圏活性化期

成会負担金

オホーツク圏の活性化推進を図り、もって圏域住

民の生活文化の向上と産業の振興を積極的に推進

するための要望活動等を実施

オホーツク地域の振興

発展に向け管内自治体

首長、議会議長で構成

する「オホーツク圏活

性化期成会」におい

て、圏域の振興発展に

向けた取組を展開

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）
・鉄路存続に向けた部会での協議等

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

244 事業費 244 事業費 244

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）
・鉄路存続に向けた部会での協議等

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）

・夏季要望(中央省庁等）
・秋季要望(道、道議会）

244

個別計画
― 〇 〇 事業費

ローリ

ング前
政策グループ 244 244

事業費 244 事業費 244

244

550104 3年間の事業費 732 10247 事業費

施策事業Ｎｏ ①-５ 選挙前年度 大空町長・議会議員選挙 ☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 3,434 事業費 4,144 継続
大空町長・大空町議会

議員選挙費

大空町長・大空町議会議員選挙に係る執行経費

任期　平成30年4月23日から平成34年4月22日ま

で　　平成34年4月投開票予定（告示日　投票日

の５日前）

法の定めにより実施し

ており、今後も継続す

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

個別計画
― ― ― 事業費 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

選挙前年度

選挙管理委員会 4,012

550105 3年間の事業費 4,012

ローリ

ング前

選挙前年度

4,012

事業費 4,012

施策事業Ｎｏ ①-６ 選挙前年度 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10283 事業費 事業費 事業費

決算額 事業費 3,207 継続

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

北海道知事・北海道議会議員選挙

北海道知事・北海道議

会議員選挙費

北海道知事・北海道議会議員選挙に係る執行経費 法の定めにより実施し

ており、今後も継続す

る。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

ローリ

ング前

北海道知事・北海道議会議員選挙

事業費

10270 事業費 2,004 事業費 事業費

選挙管理委員会 1,759

550106 3年間の事業費 1,759

事業費 1,759 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策①）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

施策事業Ｎｏ ①-７

決算額 事業費 継続

☆☆

予算の妥当性

維持参議院議員選挙

参議院議員選挙に係る執行経費 法の定めにより実施し

ており、今後も継続す

る。

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費 3,543 事業費

☆☆

選挙管理委員会 3,543

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

参議院議員選挙

550107 3年間の事業費 3,543

ローリ

ング前

参議院議員選挙

事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

施策事業Ｎｏ ①-８ 衆議院議員総選挙 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10282 事業費 3,543 事業費 事業費

決算額 3,001 事業費 継続

☆☆

予算の妥当性

維持

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

衆議院議員総選挙

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
選挙管理委員会

事業費 事業費 3,615

衆議院議員選挙

衆議院議員選挙に係る執行経費 法の定めにより実施し

ており、今後も継続す

る。

今後の方向性

3,615

550108 3年間の事業費 3,615 10290 事業費

事業費 事業費 3,615

衆議院議員総選挙



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ②-１ 職員厚生一般事務 職員厚生一般事務 ☆☆

これまでの効果

決算額 951 事業費 2,872 継続職員厚生一般事務

総務課職員厚生業務に関する一般事務費 経常経費であり、今後

も継続が必要。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

職員厚生一般事務

個別計画
― ― ― 事業費 1,152 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

職員厚生一般事務 職員厚生一般事務

総務グループ 1,152 1,152 1,152

550201 3年間の事業費 3,456

ローリ

ング前

職員厚生一般事務 職員厚生一般事務 職員厚生一般事務

1,152

1,152 事業費 1,152

施策事業Ｎｏ ②-２ 研修ｾﾝﾀｰ7人、町村会20人、定住自立圏協定合
同3人、内部99人、外部講師108人、道職員交流
派遣1人、その他2人

職員研修会・職員研修旅費等 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10214 事業費 1,152 事業費 1,152 事業費

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

職員研修会・職員研修旅費等 職員研修会・職員研修旅費等

職員研修事業

多様化する住民ニーズに応え、行政課題に的確に

対処し問題解決していく能力を身につけ、効率的

な行政運営が推進できるよう職員の能力と資質向

上を図る。

毎年、研修計画に基づ

き職員を研修に参加さ

せ、能力と資質の向上

に努めている。今後も

継続が必要。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

職員研修会・職員研修旅費等

決算額 2,637 事業費 5,144 継続

10215 事業費 3,032 事業費 4,078 事業費

総務グループ 3,032 4,078 3,050

550202 3年間の事業費 10,160

ローリ

ング前

職員研修会・職員研修旅費等 職員研修会・職員研修旅費等 職員研修会・職員研修旅費等

3,050

事業費 3,050事業費 3,032 事業費 4,078

施策事業Ｎｏ ②-３ 職員健康診査委託 職員健康診査委託 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

ローリ

ング前
総務グループ

決算額 4,111 事業費 4,532 継続職員福利厚生事業

職員の福利厚生、安全衛生管理・健康の保持のた

めの健康診査の実施

職員の健康診断委託料

であり、今後も継続と

する。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

職員健康診査委託 職員健康診査委託 職員健康診査委託

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

4,453 事業費 4,453 事業費 4,453

職員健康診査委託 職員健康診査委託 職員健康診査委託

4,453

個別計画
― ― ― 事業費

4,453 4,453

事業費 4,453 事業費 4,453

4,453

550203 3年間の事業費 13,359 10216 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

施策事業Ｎｏ ②-４ 一般職129人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付 2人、再任用 3人

一般職135人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　2人、再任用 4人

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 1,081,471 事業費 1,130,779 継続職員給与費

職員の給与 定員管理計画に基づき

職員を採用している

が、再任用職員が年々

増えるため、人件費は

増加すると考えられ

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

一般職126人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　　0人、再任用7人

一般職126人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　　0人、再任用10人

一般職126人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　　0人、再任用9人笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

1,112,216 事業費 1,140,505 事業費 1,160,453

一般職126人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　　0人、再任用7人

一般職126人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　　0人、再任用10人

一般職126人、特別職3人
外国語指導助手1人
任期付　　0人、再任用9人

1,079,094

個別計画 大空町定員適正化計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
総務グループ 1,112,216 1,140,505

事業費 1,088,665 事業費 1,089,639

1,160,453

550204 3年間の事業費 3,413,174 11201 事業費

施策事業Ｎｏ ②-５ 例規データ作成業務委託 例規データ作成業務委託 ☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 2,965 事業費 2,962 継続例規集データ作成事業

例規集データ作成業務及び加除追録業務 Super Reiki-Baseシス

テム使用料等であり、

今後についても事務に

必要であるため継続と

したい。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

例規データ作成業務委託

個別計画
― ― ― 事業費 2,989 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

例規データ作成業務委託 例規データ作成業務委託

総務グループ 2,989 3,017 3,017

550205 3年間の事業費 9,023

ローリ

ング前

例規データ作成業務委託 例規データ作成業務委託 例規データ作成業務委託

3,020

3,017 事業費 3,017

施策事業Ｎｏ ②-６ 総務一般事務
臨時職員　1名

総務一般事務
臨時職員１名

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10203 事業費 3,020 事業費 3,020 事業費

☆☆

予算の妥当性

決算額 8,354 事業費 9,073 継続

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

総務一般事務
臨時職員１名

総務一般事務
臨時職員１名

総務一般事務費

総務課総務グループにおける一般事務費 電話対応等総務一般事

務従事のため臨時職員1

名を雇用しており、今

後についても継続とし

たい。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

総務一般事務
臨時職員１名

ローリ

ング前

11,974

事業費 9,004

10201 事業費 11,916 事業費 11,974 事業費

総務グループ 8,968 9,004 9,004

550206 3年間の事業費 26,976

事業費 8,968 事業費 9,004

総務一般事務
防災担当嘱託職員　１名
臨時職員　2名　臨時職員１名

総務一般事務
防災担当嘱託職員　１名
臨時職員　2名　臨時職員１名

総務一般事務
防災担当嘱託職員　１名
臨時職員　2名　臨時職員１名



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

拡充

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

施策事業Ｎｏ ②-７ 総合支所運営事務費

【臨時職員１名】

決算額 3,621 事業費 4,416 継続総合支所運営事務費

総合支所の運営に関する全般的な一般事務費 ・総合支所運営に係る

事務費であり、継続が

必要である。

・車両（１台）及び大

判プリンター複合機を

所有しており、老朽化

による更新が必要であ

る。

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費 4,588 事業費 4,772

総合支所運営事務費

【臨時職員１名】

☆☆

総務グループ 4,588 4,772 4,714

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

総合支所運営事務費

【臨時職員１名】

総合支所運営事務費

【臨時職員１名】

550207 3年間の事業費 14,074

ローリ

ング前

総合支所運営事務費

【臨時職員１名】

総合支所運営事務費

【臨時職員１名】

総合支所運営事務費
【大判ﾌﾟﾘﾝﾀｰ複合機】
【臨時職員１名】

4,714

事業費 4,714

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

総合支所運営事務費
【臨時職員１名】

施策事業Ｎｏ ②-８ 庁舎管理費
【庁舎改修工事(1階･3階）13,000】

庁舎管理費 ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10277 事業費 4,588 事業費 4,772 事業費

決算額 19,937 事業費 21,948 継続

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

庁舎管理費
【管理備品（いす・テーブル）1,943】
【庁舎改修工事（３階和室・製図室）6,588】

庁舎管理費 庁舎管理費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
総務グループ 30,602 23,710

事業費 21,126 事業費 21,126

庁舎管理費

役場庁舎の維持管理 ・職員用いすについて

は老朽化が進んでお

り、平成31年度中に更

新を検討している。

・庁舎3階和室を会議室

として、製図室を執務

スペースとして、平成

31年度中に改修を検討

している。

今後の方向性

23,710

550208 3年間の事業費 78,022 10235 事業費

30,602 事業費 23,710 事業費 23,710

庁舎管理費 庁舎管理費 庁舎管理費

27,533

施策事業Ｎｏ ②-９ 総合支所庁舎管理費 総合支所庁舎管理費
【耐震診断委託　4,860千円】

☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 13,970 事業費 19,478 継続総合支所庁舎管理費

総合支所庁舎の維持管理 ・総合支所庁舎につい

ては、耐震診断調査を

実施中であり、診断結

果により維持・補修工

事を行うことが必要で

ある。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

総合支所庁舎管理費、【地下タンク清掃コー
ティング委託1,872千円】【改修工事5,000
千円】

個別計画
― ― ― 事業費 66,584 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

総合支所庁舎管理費 総合支所庁舎管理費

ローリ

ング前

総合支所庁舎管理費
【地下タンク清掃コーティング委託1,872千
円】

総合支所庁舎管理費 総合支所庁舎管理費

14,712

14,712 事業費 14,712

10278 事業費 16,584 事業費 14,712 事業費

総務グループ 66,584 14,712 14,712

550209 3年間の事業費 96,008



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策②）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 30

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ②-１０ 行政情報ｼｽﾃﾑ運用等、職員用端末等更
新（H22以前）､地図情報ｼｽﾃﾑ保守886、
北海道自治体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用

行政情報ｼｽﾃﾑ運用、端末更新､地図情報
ｼｽﾃﾑ保守､ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰ改訂･番号制度
安全管理、自治体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用

☆☆

これまでの効果

決算額 48,063 事業費 52,174 継続行政事務情報化事業

行政事務の効率化を図るための行政システムの保

守および更新

各種システムを安定し

て運用しているほか、

セキュリティ対策や、

システムのクラウド化

を検討している。（Ｈ

３１～、初期投資コス

トを分散、自庁運用の

見直し）

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

行政情報システム運用等、職員用端末等更新
(H25)､地図情報システム更新4,726､北海道自治
体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用

個別計画
― ― ― 事業費 52,676 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

行政情報システム運用等、職員用端末等更
新(H26)､北海道自治体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ
運用、地図情報ｼｽﾃﾑ4,726

行政情報システム運用等、北海道自治体情
報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用

総務グループ 52,676 55,679 39,764

550210 3年間の事業費 148,119

ローリ

ング前

【職員用端末等更新(H25)､地図情報システ
ム更新4,726､地図情報システム保守838、
北海道自治体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用】

行政情報システム保守等
【職員用端末等更新(H25)】
【北海道自治体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用】

行政情報システム保守等
【北海道自治体情報ｾｷｭﾘﾃｨｸﾗｳﾄﾞ運用】

39,691

55,679 事業費 39,764

施策事業Ｎｏ ②-１１ 【社会保障・税番号制度ｼｽﾃﾑ整備3,800、
社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）
1,302】地方財政措置

【社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）
1,302】地方財政措置

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10206 事業費 57,353 事業費 50,880 事業費

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

【社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）】 【社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）】
【総合行政情報システム更新】自庁型からク
ラウド型へ

情報システム更新事業

・住基ﾈｯﾄ、総合行政情報ｼｽﾃﾑ及び地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ等の情報ｼ

ｽﾃﾑ及び行政情報ｼｽﾃﾑの計画的な更新を行う。

H25総合行政ｼｽﾃﾑ更新、H26ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ更新、H26～28

社会保障・税番号関連ｼｽﾃﾑ構築

総合行政情報システム

更新、グループウエア

更新、番号制度対応シ

ステム改修。

今後、システムのクラ

ウド化検討し、低コス

トで災害に強いシステ

ム運用に繋げる。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）、ネッ
トワーク機器更新（自治体情報システム強靭
性向上事業と関連させる）

決算額 4,272 事業費 3,088 改善

総務グループ 1 152,001 7,001

維持

3年間の事業費 159,003

ローリ

ング前

【社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）】 【社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）】
【総合行政情報システム更新検討】自庁型
からクラウド型へ

【社会保障・税番号制度負担金（J-LIS）】

1

事業費 7,001事業費 1 事業費 152,001

施策事業Ｎｏ ②-１２ 委員報酬、費用弁償ほか 委員報酬、費用弁償ほか ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

事業費 1 事業費 152,001 事業費550211

決算額 600 事業費 750 継続
オホーツク町村公平委

員会費

地方公務員法第７条に委員会委員報酬、費用弁償

等の支払いを行う。

職員の給与、勤務時間

等条件に関する措置要

求の審査、判定、必要

な措置の執行等を行う

委員会として設置され

ている。

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
総務グループ 750 750

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

委員報酬、費用弁償ほか 委員報酬、費用弁償ほか 委員報酬、費用弁償ほか

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

750 事業費 750 事業費 750

委員報酬、費用弁償ほか 委員報酬、費用弁償ほか 委員報酬、費用弁償ほか

750 事業費 750 事業費 750

750

550212 3年間の事業費 2,250 事業費



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策③）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 住民課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ③-１ 賦課徴収事務費
【路線価設定委託2,635】

賦課徴収事務費 ☆☆

これまでの効果

決算額 10,308 事業費 8,144 継続

☆☆

予算の妥当性

維持町税賦課徴収事業

町税賦課徴収に係る一般事務費 公平公正な課税を行うた

め、鑑定評価業務等を委託

している。収納業務におい

ては戸別訪問や悪質滞納者

に対する差押え等による滞

納処分を計画的に行い効果

を足している。今後固定資

産の管理・評価の精度を高

めるためのシステム導入を

検討する。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

賦課徴収事務費、路線価設定委託500

個別計画
― ― ― 事業費 13,039 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

賦課徴収事務費
【路線価設定委託2,500､､徴収実務研修会
125】

賦課徴収事務費

税務グループ 13,039 11,867 9,337

550301 3年間の事業費 34,243

ローリ

ング前

賦課徴収事務費
【路線価設定委託500､鑑定評価業務委託
3,500】

賦課徴収事務費
【路線価設定委託2,500､､徴収実務研修会125】

賦課徴収事務費

9,647

11,867 事業費 9,337

施策事業Ｎｏ ③-２ 固定資産評価審査委員報償 固定資産評価審査委員報償
【評価替年度】

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10258 事業費 20,049 事業費 12,177 事業費

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

固定資産評価審査委員報償 固定資産評価審査委員報償

固定資産評価審査委員

会委員報酬

固定資産評価審査委員会（地方税法第423条、町

税条例第77条）・固定資産台帳（土地・家屋）に

登録された価格に関する不服審査申出に対する審

議等

地方税法及び条例に規

定された委員会の運営

費であり、納税者から

の不服申し立てに対

し、町より独立し、か

つ中立・専門的な立場

より審査決定を行う機

関であることから、今

後も継続事業運営に努

める。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

固定資産評価審査委員報償
【評価替年度】

決算額 15 事業費 52 継続 維持

10257 事業費 35 事業費 35 事業費

税務グループ 35 35 68

550302 3年間の事業費 138

ローリ

ング前

固定資産評価審査委員報償 固定資産評価審査委員報償 固定資産評価審査委員報償
【評価替年度】

68

事業費 68事業費 35 事業費 35



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策④）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ④-１ 財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守648】

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守648】

☆☆

これまでの効果

決算額 1,069 事業費 1,090 継続

☆☆

予算の妥当性

維持財政運営事務費

総務課財政グループにおける一般事務費 財政運営のための経常

経費。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守648】

個別計画
― ― ― 事業費 1,086 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守660】

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守660】

財政グループ 1,086 1,098 1,098

550401 3年間の事業費 3,282

ローリ

ング前

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守648】

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守660】

財政事務一般経費
【公会計ｼｽﾃﾑ保守660】

1,098

1,098 事業費 1,098

施策事業Ｎｏ ④-２ 減債基金預金利子
減債基金額残高　343百万円

減債基金預金利子
減債基金額残高　344百万円

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10218 事業費 1,086 事業費 1,098 事業費

☆☆

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

減債基金預金利子
減債基金額残高　347百万円

減債基金預金利子
減債基金額残高　348百万円

減債基金積立金

減債基金への積立て、運用先の選定 公債費償還に備え一定

程度を積立している。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

減債基金預金利子
減債基金額残高　350百万円

決算額 180 事業費 1,597 継続

減債基金預金利子
減債基金額残高　344百万円

減債基金預金利子
減債基金額残高　344百万円

減債基金預金利子
減債基金額残高　344百万円

維持

10237 事業費 282 事業費 283 事業費

財政グループ 1,800 1,800 1,800

550402 3年間の事業費 5,400

ローリ

ング前

283

事業費 1,800事業費 1,800 事業費 1,800

施策事業Ｎｏ ④-３ 公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　1,258百万円

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　1,160百万円

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 60,997 事業費 756
公共施設等整備基金積

立金

公共施設等整備基金への積立て、運用先の選定 将来の公共施設等整備

のため一定程度を積立

している。老朽化によ

る改修等が増えること

から計画的な活用が必

要。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　1,098百万円

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　851百万円

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　774百万円

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

1,198 事業費 1,177 事業費 1,096

1,198

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
財政グループ

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　963百万円

1,198 1,177

事業費 1,177 事業費 1,096

1,096

550403 3年間の事業費 3,471 10238 事業費

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　1,088百万円

公共施設等整備基金預金利子
公共施設等整備基残高　1,003百万円

予算の妥当性

☆☆

予算の妥当性

維持継続



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策④）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

施策事業Ｎｏ ④-４ 地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　547百万円

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　491百万円

☆☆ ☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

決算額 288 事業費 279 継続
地域福祉・医療基金管

理費

少子・高齢社会に対応し、地域における高齢者等

の保健福祉の増進を図ることを目的とする地域福

祉基金運用益を当該基金に編入する。

将来の医療・福祉のた

め一定程度積立してい

る。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　578百万円

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　549百万円

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　519百万円

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

568 事業費 541 事業費 515

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　435百万円

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　379百万円

地域福祉・医療基金預金利子
地域福祉・医療基金残高　323百万円

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
財政グループ 568 541

事業費 541 事業費 515

515

550404 3年間の事業費 1,624 10303 事業費 568

施策事業Ｎｏ ④-５ 国営美女排水基金預金利子
国営美女排水基金残高　73百万円

国営美女排水基金預金利子
国営美女排水基金残高　73百万円

☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 7 事業費 15 継続
国営美女地区かんがい排

水事業基金積立金

国営美女地区かんがい排水機場基金への積み立て 国営事業負担金のため

の積立。事業完了時に

活用し終了予定。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

国営美女排水基金預金利子
国営美女排水基金残高　93百万円

個別計画
― ― ― 事業費 20,130 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

財政グループ 20,130

550405 3年間の事業費 20,130

ローリ

ング前

事業費

国営美女排水基金預金利子
国営美女排水基金残高　73百万円

施策事業Ｎｏ ④-６ 網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　50百万円

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　50百万円

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

110633 事業費 15 事業費 事業費

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　48百万円

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　45百万円

網走湖環境改善対策基

金積立金

網走湖の環境改善と水産振興を図ることを目的と

する。

水産振興等のため一定

程度積立している。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

45

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　42百万円

ローリ

ング前

15

事業費 15

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　50百万円

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　50百万円

網走湖改善対策基金預金利子
網走湖改善対策基金残高　50百万円

10680 事業費 15 事業費 15 事業費

財政グループ 15 15 15

550406 3年間の事業費

事業費 15 事業費 15

決算額 5 事業費 11 継続

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策④）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

施策事業Ｎｏ ④-７ 学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高185百万円

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高185百万円

☆☆

財政グループ 82 82 74

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高129百万円

決算額 19 事業費 24 継続

笑顔

ＰＪ

82 事業費

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高168百万円

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高131百万円

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

学校教育施設建設基金

積立金

学校教育施設の建設に要する経費の財源に充てる

ため、基金を設置する。

学校施設等の整備のた

め一定程度を積立して

いる。

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費 82 事業費 82

施策事業Ｎｏ ④-８ 高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高36百万円
実習生産物売払い代6,700

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高36百万円
実習生産物売払い代6,700

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

11131 事業費 82 事業費550407 3年間の事業費 238

ローリ

ング前

74

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高52百万円

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高93百万円

事業費 74

決算額 7,389 事業費 7,208 継続
高校教育振興基金積立

金

高校教育振興基金への積立金 東藻琴高校の実習生産

物売り払い分を積立し

ている。基金活用につ

いて検討が必要であ

る。

今後の方向性

550408

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高37百万円
実習生産物売払い代6,700

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高37百万円
実習生産物売払い代6,700

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高37百万円
実習生産物売払い代6,700笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高35百万円
実習生産物売払い代6,700

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高31百万円
実習生産物売払い代6,700

高校教育振興基金預金利子
高校教育振興基金残高26百万円
実習生産物売払い代6,700

3年間の事業費 14,400

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
財政グループ

7,200 事業費 7,200 事業費

6,737

7,200 7,200

事業費 6,737 事業費 6,73611034 事業費

施策事業Ｎｏ ④-９ 【立木伐採610､旧豊住小職員住宅解体
2,000】

公有財産管理経費
【旧豊住小学校住宅解体6,480】

☆☆

これまでの効果事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

決算額 31,230 事業費 39,004公有財産管理費

公有財産の適切な管理を行う

・平成30年旧豊住小職員住宅解体

・平成31年度職員住宅、山園職員住宅解体

・平成32年変圧器修理

これまで適正に公有財

産の管理が行われてき

た。今後は老朽化して

いる公有財産の処分、

活用について現状を踏

まえ検討していく。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

公有財産管理経費
【東藻琴職員住宅、山園職員住宅解体工事
7,095】

個別計画
― ― ― 事業費 35,159 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

公有財産管理経費
【変圧器取替委託1,078】

ローリ

ング前

35,155

33,170 事業費 36,669

公有財産管理経費 公有財産管理経費
【変圧器取替委託1,078】

公有財産管理経費
【山園職員住宅解体工事2,500】

公有財産管理経費

10220 事業費 32,763 事業費 33,307 事業費

財政グループ 35,159 33,170 36,669

550409 3年間の事業費 104,998

継続

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

学校教育施設建設基金預金利子
学校教育施設建設基金残高68百万円



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策④）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

☆☆

予算の妥当性

維持

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ④-１０ 庁用共通経費 庁用共通経費
※H30より農業者年金事業の補助切れ

☆☆

これまでの効果

決算額 7,469 事業費 8,948 継続庁用共通経費

庁舎維持管理費以外の庁用共通経費

電子複写機･印刷機･紙折機の維持管理庁用共通経

費

これまでも経費節減に

努めてきているが、引

き続き庁用共通経費の

節減に取り組む。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

庁用共通経費
【町封筒・ハガキ印刷】

個別計画
― ― ― 事業費 9,992 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

庁用共通経費 庁用共通経費
【町封筒・ハガキ印刷】

財政グループ 9,992 8,950 9,848

550410 3年間の事業費 28,790

ローリ

ング前

庁用共通経費 庁用共通経費
【町封筒・ハガキ印刷】

庁用共通経費

9,011

8,950 事業費 9,848

施策事業Ｎｏ ④-１１ 出納事務経費
【嘱託職員１人】

出納事務経費
【嘱託職員１人】

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10209 事業費 9,010 事業費 9,777 事業費

☆☆

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

出納事務経費
【嘱託職員１人】

出納事務経費
【嘱託職員１人】

会計管理事務費

地方自治法第170・171条に係る現金及び物品、有価証券

（公有財産又は基金に属するものを含む）の出納保管、現

金及び財産の記録管理、支出負担行為の確認、決算調製に

関することを事業の概要としており、時代に即応した会計

管理、情報収集等に努め適切に事務処理を行うこととす

る。

適正な出納管理、現金

及び財産の記録管理を

行ってきた。今後も適

正な事務処理を継続す

る。

今後の方向性

個別計画
― ― ―

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

出納事務経費
【嘱託職員１人】

決算額 3,003 事業費 3,117 継続

出納課 3,155 3,092 3,218

550411 3年間の事業費 9,465

ローリ

ング前

出納事務経費
【嘱託職員１人】

出納事務経費
【嘱託職員１人】

出納事務経費
【嘱託職員１人】

3,179

事業費 3,218事業費 3,155 事業費 3,092

施策事業Ｎｏ ④-１２ 預金利子
基金残高56百万円

預金利子
基金残高22百万円

☆☆

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況 これまでの効果

10219 事業費 3,044 事業費 3,053 事業費

子ども未来づくり教育

基金積立金

子どもたちが未来に向かって自立・共生し、たく

ましく生きるための基礎づくりを推進する事業に

要する経費の財源に充てるため基金を設置する。

ふるさと応援寄付金使

途「子どもたちのた

め」相当分を積立。

今後の方向性

個別計画
― ― ― 事業費

ローリ

ング前
財政グループ 39,610 39,610

39,610 事業費 39,610

決算額 82,234 事業費 26,137 継続

事業費 39,610 事業費 39,610

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

39,610

39,610

550412 3年間の事業費 118,830 事業費

預金利子
基金残高22百万円

預金利子
基金残高22百万円

預金利子
基金残高23百万円

39,610

事業費

預金利子
基金残高36百万円

預金利子
基金残高29百万円

預金利子
基金残高23百万円

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ



基本目標　第５章　ふれあい つながる 協働のまちづくり

５．自立する自治体経営の確立　（施策⑤）

（平成 29 年度） （平成 30 年度）

千円 千円

年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度

事業期間 28 ～ 37

千円 千円 千円

実施年度 31 年度 32 年度 33 年度

所管課 総務課 事業費

総計CD 千円 予算CD 千円 千円 千円

☆☆

予算の妥当性

―

事　　業　　名
事　業　概　要（３年間の概要）

これまでの成果と

今後の課題

前年度決算 本年度予算 進行状況

施策事業Ｎｏ ⑤-１ 定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

☆☆

これまでの効果

決算額 事業費 継続
企画振興一般事務費

（定住自立圏事業）

中心都市宣言をした網走市との定住自立圏形成に

向けた取り組みの推進

公共施設等の相互利用

など行えるようになっ

た。

他の面でも、より具体

的な実施方法等を検討

し、取組を推進する必

要がある。

今後の方向性

会計名称 一般会計
ローリ

ング後

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

個別計画
― ― ― 事業費 事業費

笑顔

ＰＪ

人づくりＰＬ 賑いづくりＰＬ 暮らしづくりＰＬ

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

政策グループ

550501 3年間の事業費

ローリ

ング前

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

定住自立圏協定に関する事務
（事業費は主に職員給与費となる）

事業費

10227 事業費 事業費 事業費
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